
令和４年３月

阪　 南　 市

阪南市行財政構造改革プラン改訂版

取組項目進捗状況 （Ｓ項目及びＢ項目）

【　抜　　　粋　　　版　】



Ｓ 1 件
Ａ 1 件
Ｂ 0 件
Ｃ 0 件
☆ 10 件
Ｓ 1 件
Ａ 3 件
Ｂ 1 件
Ｃ 0 件
☆ 6 件
Ｓ 6 件
Ａ 10 件
Ｂ 2 件
Ｃ 0 件
☆ 14 件
Ｓ 0 件
Ａ 0 件
Ｂ 0 件
Ｃ 0 件
☆ 10 件
Ｓ 8 件
Ａ 14 件
Ｂ 3 件
Ｃ 0 件
☆ 40 件

（千円）

差　額（②－①） 取組状況

26,100

5,771

合　計
（　65項目　）

270,950 302,890 31,940

69

0

　取組１：働き方改革・人材育成・協働

                   （　12項目　）

■令和４年度　行革プラン改訂版 進捗状況 【集計表】

77,100

166,121

59,669

0

取組項目

　取組２：財源の積極的な確保

　　　　 　　　　（　11項目　）

　取組３：事務事業の見直し等

　　　　　 　　　（　32項目　）

　取組４：特別会計等の経営健全化

　　　 　　　　　（　10項目　）

51,000

160,350

59,600

0

令和 ４ 年度

目標効果額（①） 当初予算時の効果見込額（②）

Ｓ ： 効果額が目標以上 Ａ ： 効果額がほぼ目標どおり

Ｂ ： 効果額が目標を下回っている Ｃ ： 全く取組が進んでいない

☆： 定性及び精査中等の取組
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　【効果額が目標以上となっている項目】

　　　　　　　

2022 2023 2024 中期 長期

R4 R5 R6 R7～R13 R14～R18

プラン 32,000 54,000 146,000 1,726,000 3,050,000

当初予算
時の効果
見込額

57,400

決算後の
効果額

プラン 33,000 26,000 181,000 精査中 精査中

当初予算
時の効果
見込額

39,500

決算後の
効果額

プラン 1,200 1,200 1,200 8,400 6,000

当初予算
時の効果
見込額

219

決算後の
効果額

プラン 0 0 7,500 52,500 37,500

当初予算
時の効果
見込額

8,863

決算後の
効果額

3-2-4
市営プールの廃
止

少子化による利用率の低下に加
え、老朽化が著しいことから、市内
６か所のプールを段階的に廃止し
ます。

生涯学習推
進室 定量

　　　具体的な取組内容
　
　　（取組状況がＢ又はＣの理由や問題点）

Ｒ３年７月に策定した定員管理計画（Ｒ８年度３６１名を目
標）を踏まえ、Ｒ４年度当初の目標職員数３６６名を他団
体への派遣等の新たな要因により、３６３名とする業務執
行体制を確保します。

短期取組期間中にあり方等を検討する施設については、
対応方針が決定し次第、その方針に沿った対応を速やか
に実行します。
旧尾崎公民館については、所要の整備を行い、Ｒ４年度
中の売却に取り組みます。

2-3-2
未利用財産の売
却

公共施設の再構築等により利用計
画がない用地等については、時期
を逸することなく売却を進め、歳入
の確保を図ります。

1-4-1 定量
定員管理計画の
見直し

取  組
コード

具体的な
取組項目

取組の概要 担当課

取組目標・効果額（一般財源：千円）
定性
定量

取組
状況

3-1-2
指定ごみ袋の仕
様及び作成枚数
の見直し

指定ごみ袋の仕様及び作成枚数
を見直します。

資源対策課 定量

Ｒ３年度に指定ごみ袋の国産要件を撤廃し、入札を行っ
た結果、約２５％の単価削減ができ、一定の効果額（約
６，０００千円）が見込まれています。Ｒ４年度についても、
引き続き効果額を達成できるよう取組を進めます。

※Ｒ４年度は材料費の高騰等による作成単価の上昇等
を勘案し効果額を見込んだものであり、今後、入札結果
などをもとに具体的な効果額を計上します。

秘書人事課 Ｓ

人口減少等を踏まえ、職員定員の
適正化を図ります。また、定年前早
期退職制度により総人件費の抑制
に取り組みます。

行財政構造
改革推進室、
教育総務課、
生涯学習推
進室、こども
政策課、関係
各課

定量 Ｓ

Ｓ

Ｓ

市営プール６か所については、老朽化が著しいことから、
Ｒ４年度については、全面的に市営プールの運営を休止
し、廃止時期等について早急に検討を行います。
なお、学校等水泳授業については、民間委託化を行い、
児童生徒等の学習環境の維持・向上を図ります。

Ｓ ： 効果額が目標以上 Ａ ： 効果額がほぼ目標どおり

Ｂ ： 効果額が目標を下回っている Ｃ ： 全く取組が進んでいない

☆ ： 定性及び精査中等の取組
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　【効果額が目標以上となっている項目】

　　　　　　　

2022 2023 2024 中期 長期

R4 R5 R6 R7～R13 R14～R18

　　　具体的な取組内容
　
　　（取組状況がＢ又はＣの理由や問題点）

取  組
コード

具体的な
取組項目

取組の概要 担当課

取組目標・効果額（一般財源：千円）
定性
定量

取組
状況

Ｓ ： 効果額が目標以上 Ａ ： 効果額がほぼ目標どおり

Ｂ ： 効果額が目標を下回っている Ｃ ： 全く取組が進んでいない

☆ ： 定性及び精査中等の取組

プラン 3,900 3,900 3,900 27,300 19,500

当初予算
時の効果
見込額

594

決算後の
効果額

プラン 45,000 68,000 66,000 420,000 300,000

当初予算
時の効果
見込額

44,098

決算後の
効果額

プラン 1,100 1,100 1,100 7,700 5,500

当初予算
時の効果
見込額

2,077

決算後の
効果額

プラン 200 200 200 1,400 1,000

当初予算
時の効果
見込額

300

決算後の
効果額

3-2-12
子育て拠点の再
構築のあり方の
検討

公民の役割分担を踏まえ、保育所
及び幼稚園の設置のあり方を検討
します。

こども政策
課、
教育総務課

定量

庁内関係各課と連携を図り、効率的な公用車の管理に取
り組みます。
・削減実績：Ｒ３年度 ３台

Ｓ3-5-1 公用車の削減

3-2-13

地域交流館のあ
り方及び効率的
な管理運営手法
の検討

地域交流館のあり方の検討及びさ
らなる効率的な管理運営手法を検
討します。

政策共創室 定量 Ｓ
Ｒ４年度から、管理運営手法を変更することにより、指定
管理料の見直しを行います。（休館日：週１日→週２日）

公用車の台数を削減します。 総務課 定量

3-2-8

子育て総合支援
センターの効率
的な管理運営手
法の検討

地域子育て支援センター事業を
2022年度より民間委託化を行いま
す。

こども家庭課 定量

　

Ｓ

Ｒ４年４月に尾崎幼稚園と尾崎保育所を統合した認定こども園（民
間運営）を旧尾崎中学校跡地に開園し、また、はあとり・朝日幼稚
園の統合により朝日幼稚園を閉園するなどの子育て拠点の再構
築に向けた取組を進めました。今後、子育て拠点再構築方針の第
２ステージに示している石田保育所及び下荘保育所の再構築に
ついても検討を進めます。
※再構築に伴い、保育所で正職員１名（7,800千円）の削減及び幼
稚園で正職員３名（23,400千円）と任期付職員５名（16,000千円）の
削減による計47,200（千円）の効果額については、別途、定員管理
計画全体の効果額として算定済。

Ｓ

これまでの委託事業に加え、市が直営で行っていた「地
域子育て支援センター事業」をＲ４年度から「阪南市地域
子育て支援事業」として再編し、これらを一体的に委託化
することにより、事業の効率化を図ります。

※業務の委託化に伴い、正職員１名（7,800千円）の削減
を行ったが、この１名分の効果額については、別途、定員
管理計画全体の効果額として算定済。
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　【効果額が目標を下回っている項目】

　　　　　　　

2022 2023 2024 中期 長期

R4 R5 R6 R7～R13 R14～R18

プラン 1,320 8,100 8,300 52,500 37,500

当初予算
時の効果
見込額

591

決算後の
効果額

プラン 3,400 3,400 3,400 23,800 17,000

当初予算
時の効果
見込額

1,730

決算後の
効果額

プラン 2,100 2,100 2,100 14,700 10,500

当初予算
時の効果
見込額

▲ 561

決算後の
効果額

総務課、危機
管理課、関係
各課

定量 Ｂ

本庁舎・分館及び防災コミュニティセンターの清掃業務をＲ
４年度当初から一体的に委託することで、経費の削減を図
るほか、その他の様々な管理経費の削減に取り組みます。

【取組状況がＢ又はＣの理由や問題点】
市役所の清掃業務を効率的に実施する観点から、防災コ
ミュニティセンターと一体となった仕様変更を行った公募型
プロポーザル方式をＲ３年度中に実施する予定であること
から、その結果を踏まえ決算時に効果額の算出を行いま
す。

3-1-3
コミュニティバス
運行事業費の見
直し

持続可能な事業運営の観点から、
コミュニティバスの運行体制を見直
すなど、需要と供給を踏まえた効
率的な事業実施を行います。

3-5-4

市役所庁舎、防
災コミュニティセ
ンター等の管理
経費の見直し

市役所庁舎、防災コミュニティセン
ターとの清掃業務等の一体的な管
理等による管理経費を削減しま
す。

現在、受益者負担の公平化を図る観点から、Ｒ５年３月
からの実施に向け、施設使用料の減免基準を精査中で
あり、今後、ガイドラインを策定し、関係団体へ丁寧に周
知する予定です。

【取組状況がＢ又はＣの理由や問題点】
受益者負担の公平化を図る観点からの減免基準の精査
に時間を要したため。

行財政構造
改革推進室、
関係各課

都市整備課 定量 Ｂ

「阪南市地域公共交通網形成計画」に基づき、持続可能な公共交通
を実現するため、本市の路線バスとコミュニティバスの重複運行区間
の輸送効率の改善、地域内交通の路線見直しなどを行います。

【取組状況がＢ又はＣの理由や問題点】
関係機関への届出等が必要であり、最短でもＲ４年１０月から新運行
体制となることから、効果見込額が半減しています。
なお、Ｒ６年度から現行バスの車両償却費が不要となり、効果額が増
加すると見込まれるとともに、Ｒ３年度のバス購入費について、コロナ
交付金を活用したため、今後さらなる効果額の増加が見込まれま
す。

　

　　　具体的な取組内容
　
　　（取組状況がＢ又はＣの理由や問題点）

取  組
コード

具体的な
取組項目

取組の概要 担当課

取組目標・効果額（一般財源：千円）
定性
定量

取組
状況

2-4-3
施設使用料の減
免の見直し

施設使用料については、適正な受
益者負担となるよう統一的な基準
による減免制度の見直しを行いま
す。

定量 Ｂ

Ｓ ： 効果額が目標以上 Ａ ： 効果額がほぼ目標どおり

Ｂ ： 効果額が目標を下回っている Ｃ ： 全く取組が進んでいない

☆ ： 定性及び精査中等の取組
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今 後 の 公 共 施 設 等 の 取 扱 い に つ い て 

 

１ 現在の市有財産の状況：１２６（うち現在活用中の公共施設１１５ 未利用財産１１） 
 

２ 今後の活用方針 

（１）継続して使用する施設：３１ 

市役所、市役所分館（おざき出会い館）、地域交流館、東鳥取倉庫、新町倉庫、防災コミュニティセンター、消防団分団庫（第１～５）、万葉台倉庫、 

はんなん浄化センターMIZUTAMA 館、泉南阪南共立火葬場、清掃庁舎、 保健センター、子育て総合支援センター、阪南市民病院、さつき園・まつのき園、 

たんぽぽ園、 総合体育館、桑畑総合グラウンド、文化センター、図書館、 尾崎公民館、東鳥取公民館、西鳥取公民館、学校給食センター、箱作公園（倉庫・便所）、

駐輪場（箱作）、駐輪場（和泉鳥取） 

 

（２）今後、取扱いを検討すべき施設：９５ 

① 未利用財産：１１施設                                      ≪内訳≫ 旧朝日小学校山中分校、旧東鳥取小学校、旧東鳥取幼稚園、旧はつめ幼稚園、 

旧尾崎公民館、旧尾崎法務局跡地、元清掃庁舎予定地（鳥取中）、 

コミュニティセンター用地（箱作）、幼稚園予定地３か所（箱の浦、光陽台、緑ヶ丘） 

② 今後廃止を予定している施設：10施設                      ≪内訳≫ 尾崎保育所、尾崎幼稚園、朝日幼稚園、市営プール６か所、駐輪場（尾崎） 

③ 地域へ移譲する施設：43施設               ≪内訳≫ 住民センター（43 か所） 

④ 現在貸付又は貸付予定の施設：3施設                        ≪内訳≫ 旧尾崎中学校、旧下荘小学校、あたごプラザ 

⑤ 事業計画を策定し整理統合を検討する施設：24施設 

≪内訳≫ 小学校 8 校        ：尾崎、西鳥取、東鳥取、舞、朝日、上荘、下荘、桃の木台 

                                    中学校 ４ 校        ：鳥取、貝掛、鳥取東、飯の峯 

   幼稚園 2 園        ：はあとり、まい 

                                                                       保育所 2 所        ：下荘、石田 

留守家庭児童会 8 所：尾崎、西鳥取、東鳥取、舞、朝日、上荘、下荘、桃の木台 

⑥ あり方を含めた事業の存続の可否を検討する施設：4 施設  ≪内訳≫ いきいき交流センター、わんぱく王国（管理棟を含む）、桜の園、 駐輪場（鳥取ノ荘） 

 

 

３  今後、取扱いを検討すべき 95施設の検討状況 

（１）未利用財産(11施設)のうち売却に向け取組を進める施設(7施設)  

   R４年度  R５年度  R６年度 中期（R７～１３） 長期（R14～18） 

旧尾崎法務局跡地（※R3年度中に売却）・旧尾崎公民館 幼稚園予定地（緑ヶ丘） 幼稚園予定地（箱の浦、 

光陽台） 

旧はつめ幼稚園 元清掃庁舎予定地（鳥取中） 

幼稚園予定地については、地域の意見やそれぞれの施設が抱える諸課題等を整理し、予定時期に売却できるよう、

取組を進める 

魅力ある「まちづくり形成」に向け、土地利用計画

等も検討しながら、売却を検討する 

※旧朝日小学校山中分校、旧東鳥取小学校、旧東鳥取幼稚園、コミュニティセンター用地（箱作）は、別途検討を行う。 

 

（２）今後廃止し利活用（未活用の場合は売却）を検討する施設（10施設） 

   R４年度  R５年度  R６年度 中期（R７～１３） 長期（R14～18） 

尾崎保育所 尾崎幼稚園 朝日幼稚園  

※R3年度末に幼稚園及び保育所条例から各施設を削除 

駐輪場(尾崎) 市営プール（6か所）   

・駐輪場(尾崎)：委託期間終了するR５年度末に併せ廃止を検討の上、跡地の利活用及び売却を検討 

・市営プール（6か所）については、それぞれの施設を取り巻く環境や課題整理を順次行い、利活用及び売却を検討 

※尾崎幼稚園：旧東鳥取小学校周辺の土地の有効活用と現在旧東鳥取小学校で実施している適応指導教室の機能充実を図るため、適応指導教室を尾崎幼稚園に移転する 

 

（３）地域へ移譲する施設：住民センター43か所 

   R４年度  R５年度  R６年度 中期（R７～１３） 長期（R14～18） 

柔軟な施設利用が可能となる規則改正をはじめ利用意向のある施設の耐震診断や施設改修、運営等についての支

援方策の検討し、協議が整った地域から随時、移譲を進める 

協議が整った地域から随時、移譲を進める 

 

（４）現在貸付又は貸付予定の施設で利活用（未活用の場合、売却）を検討する施設（3施設） 

   R４年度  R５年度  R６年度 中期（R７～１３） 長期（R14～18） 

・あたごプラザについては、貸付契約の状況も踏まえ今後の対応方針を検討                       

・旧尾崎中学校及び旧下荘小学校については、Ｒ１４年度以降、売却又は有償貸付を検討 

 

（５）事業計画を策定し整理統合を検討する施設(24施設) 

   R４年度  R５年度  R６年度 中期（R７～１３） 長期（R14～18） 

・8小学校、４中学校、留守家庭児童会については、短期取組期間中に整理統合等にかかる事業計画等を策定  ・小中学校及び留守家庭児童会

の整理統合を順次実施 

 

 

・石田保育所と下荘保育所の統合については、阪南市子育て拠点再構築方針に基づき、第１ステージの

進捗状況や財源確保、社会情勢の変化等を見極め、令和５年度以降の第２ステージで検討を進める 

 

（６）あり方を含めた事業の存続の可否を検討する施設（4施設） 

   R４年度  R５年度  R６年度 中期（R７～１３） 長期（R14～18） 

短期取組期間中にあり方（施設の存廃や対応方針、運営の効率化等）を検討 検討結果に沿った対応方針により、処理を検討 

 

※短期取組期間中にあり方等を検討する施設については、対応方針が決定し次第、その方針に沿った対応を速やかに実行するとともに、適宜、その内容を本改訂版

の取組に追記する。 

効果額は、「取組２－３の未利用財産等の利活用・処分」の中で、その進捗管理を行う。 


